


新生涯学習制度について
（前期研修～登録理学療法士まで）

　このたび2022年4月から運用開始となっている新生涯学習制度についてご紹介します。日本理学療法士協会の生涯学習システムは、1997年

（平成9年）に開始となり、2012年（平成24年）のマイページ運用開始で現制度となり現在に至っています。つまり現制度を継続して約10年が経過

し今回モデルチェンジとなるわけですが、結果としてこのような制度が運用側も含め、多くの会員に周知、理解されるまでに莫大な時間を要している

ことを実感しています。旧制度下において会員の位置づけを大きく分類すると、1)新人教育プログラム未終了会員、2)新人教育プログラムを終了し

てそのまま経過している会員、3)新人教育プログラムを終了して認定・専門を目指している会員、4)認定・専門を取得してそれを維持していく会員、

の4段階に分かれています。旧制度では、新人教育プログラムは15単位取得、最短1年で終了することが可能で、終了後は単位ではなくポイントに

移行します。認定理学療法士は180ポイント、最短3年、症例報告10例で取得、専門理学療法士は560ポイント、最短6年、論文1本で取得可能と

いったように比較的わかりやすい構造であったと思われます。

　これが新生涯学習制度ではどう変わったのでしょうか。協会ホームページ（https://www.japanpt.or.jp/pt/lifelonglearning/）にも掲載

されていますが、その主旨は、「様々な領域に従事する会員が持続可能な生涯学習制度とし、働き方に応じた多様性と深化の動機付けとなるキャ

リア開発プログラムを目指します」と挙げられています。時系列的には、1)前期研修（座学22コマ33時間と実地研修32コマ48時間、最短履修期

間は2年）→後期研修(座学51コマ76.5時間、実地経験3年、最短履修期間は3年)からスタートします。2)前期、後期研修終了後、登録理学療法

士となります。（これは新しい呼称です）3)登録理学療法士を5年ごとに更新していく。（旧制度ではなかった制度）4)登録理学療法士取得後、認

定や専門理学療法士を目指す。5)現段階で取得している認定、専門理学療法士を維持し更新していく。大きく分けてこの5段階で分かれます。重

要なことは、登録理学療法士として更新を続けgeneralistとして資格を維持していくパターンやスペシャリストとして認定理学療法士や専門理

学療法士を目指していくパターンもあり、これらは従来までの階層性ではなく、並列性という制度となっています。さらに現行制度との大きな違い

として、座学等の研修に加え実地研修と実地経験が加わり、かなりのウエイトを占めているということです。これはoff the jobからon the jobに

シフトしていることを意味しています。

　ここで前期研修と後期研修、登録理学療法士の更新の詳細について説明します。初めに、旧制度では単位やポイントなどが使用されていました

が、新制度では学習時間を基準とした点数制度へ変更となっています。これは、1)前期、後期研修はコマ数（時間、1コマ90分）、2)登録理学療法士

の更新にはポイント（30分0.5ポイント）3)認定理学療法士などは指定された研修を受講すると、整理されています。まず前期研修ですが、AからDま

で履修科目があり、Aの「初期研修」6コマは、従来の新人教育プログラム必須初期研修会に相当するもので、本会でも今年度から開催予定となって

います。Bの「理学療法の基礎」、Cの「理学療法の専門性」の計16コマはeラーニングでの受講となっています。Dの「実地研修」の32コマは、登録理

学療法士がいる施設で、その登録理学療法士の指導のもとでの研修となっています。施設に登録理学療法士がいない場合は、他施設での見学研修

や協会指定のeラーニング、症例検討会の聴講などでも履修可能となっています。

　次に後期研修ですが、AからFまでの履修科目があり、一部を除いて全てeラーニングで受講可能となっており、E の「領域別研修」（事例）、（育

成）の事例のみが対面研修で症例検討会の発表や参加が必要になります。またCの「領域別研修」に関しては、eラーニングまたは対面研修となっ

ており、必須10コマ、選択9コマの19コマの構成になっています。ここでの受講に関しては、偏った受講ではなく幅広い領域の学習が求められま

す。また、各領域で士会オリジナル研修会が選択の中に対面として構成され、本会で開催される各種研修会がこれに相当するものと思われます。

次に後期研修の中の実地経験ですが、前期研修にあった登録理学療法士のもとの研修ではなく、あくまで職場での勤続年数が加算されるという

解釈となります。

　続いて登録理学療法士の更新についてその詳細を追ってみましょう。今回の生涯学習システムの土台は、登録理学療法士を取得し、更新し続ける

ことにあります。登録理学療法士は5年ごとの更新制で更新ポイントが50ポイント（ここから使用するポイントは30分0.5ポイントになります）に加え

更新時研修を受けることで更新される仕組みになっています。また、行動目標としてカリキュラムコードが設定され（1～193）、このカリキュラムコー

ドに則り生涯学習を進めていかなければなりません。カリキュラムコードは研修会主催者などが設定し、会員はそれを参考にしながら選択、受講して

いきます。次に更新要件の詳細ですが、カリキュラムコードに準じた学習として、①「JPTA　NEWS」や「理学療法学」を利用した問題への回答、②

日本理学療法士協会のeラーニングによる受講、③研修会、講習会などの受講、④学会への参加に加え、雑誌投稿でのポイント取得も可能になって

います。これらの取得バランスに偏りがあっても問題ありません。具体例として、北海道理学療法士学術大会（開催が8時間）であれば、その学会参

加で8ポイント取得ということになります。このようにポイントを取得し、活動対象期間内に更新要件をすべて満たすと、自動的に更新完了となり、申

請手続きは不要です。

教育局長  加藤 新司



　以上、簡単ではありますが、前期

研修、後期研修、登録理学療法士の

更新まで説明させていただきました。

これから受講される会員の皆様、

また主催側の立場で運用していく

皆様、慣れるまで時間を要するとは

思いますが、北海道理学療法士会と

しても少しでも多くの会員の皆様が

周知、運用できるよう本年度より各

支部への説明会も予定しております

ので、是非ご参加くださいますよう

よろしくお願い申し上げます。

日本理学療法士協会ホームページより引用

日本理学療法士協会ホームページより引用

日本理学療法士協会　生涯学習ページ：https://www.japanpt.or.jp/pt/lifelonglearning/





パラスポーツにおける
「クラス分け」の仕事

健康スポーツ局　障がい者スポーツ支援部  藤原 誠嗣

　東京2020パラリンピックが終わり、約1年が経過しようとしています。多くの理学療法士がパラスポーツに興味を持ち、実際に携わっていきた

いと感じた方もいらっしゃると思います。理学療法士としてパラスポーツに携わる場合、コンディショニングやトレーニング指導、スポーツ外傷の

予防・ケア、コーチとしての役割、クラス分け、補装具の開発・研究、各競技大会やレクレーション活動などにおける運営・ボランティアサポートな

どが挙げられます。その中で今回、「クラス分け」についてお話していきたいと思います。

　障がいには様々な種類があり、部位や程度によって運動能力に差が出ます。それらが競技結果に影響されず、公平・公正に競えるように同程度

の障がいのある選手同士で種目を分けることを「クラス分け/Classification」と言います。また、団体競技であれば、クラス分けにより各選手に

持ち点を付与し、その合計点の上限を設定する事で、運動能力の偏りを是正したり、競技戦術を多様にしています。原則として、クラス分けされて

いなければ、公式競技大会に参加することもできず、記録も公認してもらうことはできません。クラス分けの規則は、競技毎に必要とされる身体機

能や技術は様々であるため競技毎に異なります。パラリンピックで採用されている競技については、国際パラリンピック委員会（IPC）が定めてい

る「国際クラス分け基準/IPC Classification Code」に準じて、各国際競技団体によってクラス分け規定が定められています。

　IPC Classification Codeでは、パラリンピックに参加する要件を満たす10の機能障害を定めています（表1）。また反対に、参加要件を満た

さない機能障害の例も定められています（表2）。各競技団体が競技特性に応じて、10の機能障害の中で参加要件を決めています（例えば、車い

すバスケットボールでは小人症・視覚障がい・知的障がいは対象外）。そして、それぞれの機能障害に対して参加可能な「障がいの最少基準」を規

定しています。つまり機能障害を有していても、障がいの程度が軽度であるために、参加要件を満たさない場合もあるということです。

　次に、それぞれの機能障害に対して参加可能な「障がいの最少基準」を満たしているか評価しなければなりません。その評価方法では、関節可

動域測定やMAS（Muscle Ashworth Scale）による筋緊張評価、SARA（Scale for the Assessment and Rating of Ataxia）による運

動失調評価など理学療法士に馴染みのある評価方法が用いられており、国際基準の評価方法となっています。そして、各競技特性に応じた動作

評価を実施し、その評価結果をもとに種目や持ち点が仮決定され、最終的には、実際に競技をしている場面を観察して決定していきます。

　クラス分けを実施する従事者は、医師または理学療法士、またはそれ準じる医療の知識を十分に有した者と明記されているマニュアルもあり、

理学療法士がクラス分けに必要とされていることがわかります。

　現在、各競技団体では理学療法士の資格をもったクラス分け従事者が活躍しています。残念ながら北海道内ではクラス分けに従事している

理学療法士は未だ数少ない状況です。先ほど述べたように、クラス分けでは理学療法士の得意分野が多く使われています。我々が得意として

いる評価、特に動作分析能力を最大限に活かして、理学療法士が活躍できる「クラス分け」という分野で一緒に活動してみませんか。興味のある

方は是非ご連絡いただけたら幸いです。

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

筋力低下（脊髄損傷・二分脊椎等）
他動的関節可動域制限（先天性多発性関節拘縮症等）
四肢欠損（切断・先天性四肢欠損等）
脚長差
小人症（軟骨無形成症・成長ホルモン分泌不全等）
筋緊張亢進（脳性まひ・脳卒中等）
運動失調（脳性まひ・多発性硬化症等）
アテトーゼ（脳性まひ・脳卒中等）
視覚障がい（網膜色素変性症等）
知的障がい

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪

疼痛
聴覚障がい
筋緊張低下
関節過可動性
関節の習慣性脱臼などの関節不安定性
筋持久力の障がい
運動反射機能の障がい
心臓血管機能の障がい
呼吸機能の障がい
代謝機能の障がい
チック病

参加要件を満たす障がい

■メールでのお問い合わせ→ dsports.health.hpta@gmail.com

■パラスポーツに興味がある方はこちらに登録お願いします→ https://forms.gle/1Bb7Ai24os31NU5DA

表1 参加要件を満たさない障がい表2







 NEW!
職能局　管理者育成推進部

部長　館 　博明

　　管理者育成推進部は、これまで職域事業部で取り組んで

いた「施設管理者ネットワーク構築事業」を更に発展させるべ

く新設されました。管理者ネットワーク事業は、日本理学療法

士協会の主要事業の一つで、地域・職域の問題への対処、理

学療法士の質向上、管理者の支援を目的としており、北海道

理学療法士会でも今年度の重点取り組み項目の一つとなっ

ています。地域において管理者間の顔の見える関係を構築

し、地域資源と課題の把握、円滑な組織間連携や市町村対応

を実施できる基盤を整備する。そして、職域別の場を形成し、

職域ごとに情報共有や質の向上に向けた取り組みを実施す

ることを目標としています。

　これまでのネットワーク環境を整えることに加えて、協会指

定管理者初級・上級の取得者を充足させること、地域や職域

ごとの活動支援、管理者を支援する活動など多くの問題に取

り組んでいきます。会員の皆様のご支援、ご協力の程、何卒よ

ろしくお願いいたします。

管
理
者
育
成
推
進
部

４月に新設された
管理者育成推進部について

館部長に紹介していただきます。

新 設 部 の
紹 介

施設管理者ネットワークへの登録について
会長  柿澤 雅史

　日本理学療法士協会では各都道府県士会において施設管理者ネットワークの構築事業を進めています。これは、理学療法士の

質を維持向上するために管理者能力を強化し、各地域を基盤とした協力体制を築くことを目的としています。北海道理学療法士会

では2016年度から開始し、現在566施設（令和3年10月31日付）に登録していただいていますが登録率は高いとは言えない状

況です。是非、趣旨をご理解いただき全施設（1施設2名）に登録していただけますよう何卒よろしくお願い申し上げます。

　また、登録者の異動や退職、離職などによりメール配信できない施設も徐々に増えてきています。既にご登録いただいている方

にも、今一度ご確認いただき変更や修正をお願いいたします。

　登録確認、修正、新規登録は、下記URLかＱＲコード、もしくは本会ホームページのトップページに「施設管理者ネットワーク登録」

のバナーがありますのでこちらからお願いいたします。ホームページ登録施設の確認用ＰＤＦも閲覧できるようになっていますので、

確認をお願いいたします。

　新年度となり、異動や退職などがありましたら、担当変更も忘れずにお願いいたします。

職能局
管理者育成推進部　

館　 博明 （JCHO北海道病院）
E-mail：tate-hiroaki@hokkaido.jcho.go.jp

ＰＣ・スマホ共用URL：
https://ws.formzu.net/fgen/S16321121/

問い合わせ先






